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連結注記表 
 

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数    12社 

(2)連結子会社の名称 

(3)主要な非連結子会社の名称  

SHINSEI PULP&PAPER AUSTRALIA PTY LTD. 株式会社ムロマチ 

株式会社タイボー  

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみてもいずれも小規模であり、かつ全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数 

関連会社 ３社 

(2)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称 

極東高分子株式会社 株式会社大文字洋紙店 

東拓（上海）電材有限公司  

(3)持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 SHINSEI PULP&PAPER AUSTRALIA PTY LTD. 株式会社ムロマチ 

 株式会社タイボー  

持分法を適用していない理由 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、海外子会社５社（大倉紙業商事（上海）有限公司、大倉商貿（上海）有限公司、SHINSEI PU

LP&PAPER （USA） CORP.、SHINSEI PULP&PAPER (M) SDN. BHD.、SHINSEI PULP&PAPER (THAILAN

D)CO.,LTD.）の決算日は12月末日であります。 

連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日との差が３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の決算日現

在の計算書類によっております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 

オーピーパーム株式会社 オーピーパック株式会社 

協同紙商事株式会社 株式会社コアパック 

株式会社興栄 新生物流株式会社 

山一加工紙株式会社 大倉紙業商事（上海）有限公司 

大倉商貿（上海）有限公司 SHINSEI PULP&PAPER （USA） CORP. 

SHINSEI PULP&PAPER (M) SDN. BHD. SHINSEI PULP&PAPER (THAILAND)CO.,LTD. 
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４．会計方針に関する事項  

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

       満期保有目的の債券 ……… 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

市場価格のない株式等 

以外のもの 

……… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 ……… 移動平均法による原価法 

②デリバティブ ……… 時価法 

③棚卸資産      ……… 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

（2）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。 

③リ ー ス 資 産   

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ……… リース期間を耐用年数とし、残存価額については、リース契約上に

残価保証の取り決めがある場合は当該残価保証額、それ以外は零

とする定額法を採用しております。 

④長期前払費用 ……… 均等償却をしております。 

（3）引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金              ……… 

 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。            

②賞 与 引 当 金              ……… 

 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。 

③役 員 退 職 引 当 金              ……… 

 

役員に対する退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

④関係会社事業損失引当金 ……… 

 

関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社に対する出資

金額等に係る損失負担見込額を超えて当社が負担することが見込

まれる額を計上しております。 

（4）収益及び費用の計上基準   

紙・板紙・化成品等卸売関連事業及び紙加工等関連事業においては、紙、板紙等の商品及び製品の販売を

行っております。このような商品及び製品の販売については、顧客に商品及び製品を引き渡した時点で収益

を認識しております。 

・国内の顧客に商品及び製品を販売する取引は、「収益認識に関する会計基準の適用指針」に定める代替的

な取扱いを適用し、商品及び製品の出荷から顧客の検収までが短期間であることから、出荷時点において収

益を認識しております。 

・国外の顧客に商品及び製品を販売する取引は、輸出の取引条件による在庫の保有に伴うリスクが、顧客に

移転した時点で収益を認識しております。 

・請求済未出荷契約については、支配が顧客に移転した時点で収益を認識しております。 

・当社が代理人として商品及び製品の販売に関与している取引については、純額で収益を認識しております。 

・商品及び製品の販売について、リベートを付して販売する場合、取引価格は、契約において顧客と約束した

対価から当該リベートの見積額を控除した金額で算定しております。 
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 （5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①ヘッジ会計の処理 

繰延ヘッジ処理を行っております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に

よっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

②退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、

退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっており

ます。 

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

当社の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

③のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、のれんの効果がおよぶ期間(５～10年間)の定額法により償却を行っております。 

 

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号  2021 年６月 17 日。以下「時

価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第 27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。 

 

Ⅲ 収益認識に関する注記 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当連結会計年度に認識した収益を収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、時期及び不確実性に影響を及ぼ

す主要な要因に基づいて区分をした場合における当該区分ごとの収益の額は次のとおりです。 

紙・板紙・
化成品等卸売

関連事業

紙加工等
関連事業

不動産賃貸
関連事業

顧客との契約から生じる収益 239,932 6,406 － 24 246,363

その他の収益 － － 2,271 － 2,271

計 239,932 6,406 2,271 24 248,635

（単位：百万円）

報告セグメント

合計
その他
（注）

 
（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電による売電事業です。 

 

２．収益を理解するための基礎となる情報 

「Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項 （4）収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

（1）契約資産及び契約負債の残高等 

 

 

 

 

 

(注）１ 契約負債は主に、商品の引渡前に顧客から受け取った対価及び顧客と約束した対価のうちリベート

等で変動する可能性のある対価であり、連結貸借対照表上、「流動負債」の「その他流動負債」に含

めております。 

   ２ 契約負債の期首残高231百万円は、当連結会計年度において収益に認識しております。 

   ３ 過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、

取引価格の変動）の額に重要性はありません。 

 

 

（2）残存履行義務に配分した取引価格 

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適

用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。 

 

Ⅳ 表示方法の変更に関する注記 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「流動負債」の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債務」は金額的

重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において、「特別損失」の「その他」に含めていた「リース解約損」は金額的重要性が増した

ため、当連結会計年度より区分掲記しております。 

 

Ⅴ 会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度

に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

１．貸倒懸念債権に対する引当金 

 （1）当連結会計年度に関わる連結計算書類に計上した金額 

貸倒引当金 672 百万円 

 （2）その他の情報 

貸倒懸念債権に対する貸倒引当金の計上については財務内容評価法を用いて個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を見積もっております。財務内容評価法の適用に当たっては、債務者の直近の財務諸表を

入手の上、計上されている固定資産その他を時価評価額に置き換えた時価純資産を算定し、これと会社の

債権額とを比較すること等により、実質的に取立可能と見込まれる金額を見積もっております。 

当該見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、翌連結会計年度以降の連結計

算書類に重要な影響を与える可能性があります。 
  

契約資産(期首残高) - 百万円 

契約資産(期末残高) - 百万円 

契約負債(期首残高) 231 百万円 

契約負債(期末残高) 274 百万円 
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Ⅵ 連結貸借対照表に関する注記 

１．棚卸資産の内訳 

商品及び製品 9,309 百万円 

仕掛品 13 百万円 

原材料及び貯蔵品 43 百万円 

 

 

３．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保資産   

 建物及び構築物 421 百万円 

 土地 202 百万円 

  計 623 百万円 

 

担保付債務   

 短期借入金 31 百万円 

 長期借入金  224 百万円 

  計 256 百万円 

 

４．受取手形割引高 

 

 

Ⅶ 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数 普通株式  80,000,000株 
 

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和4年5月24日
取締役会

普通株式 378 5 令和4年3月31日 令和4年6月23日

令和4年11月18日
取締役会

普通株式 378 5 令和4年9月30日 令和4年12月1日

計 756
 

 

 （2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

令和5年5月23日
取締役会

普通株式 378 利益剰余金 5 令和5年3月31日 令和5年6月22日
 

  

２．有形固定資産の減価償却累計額 24,122 百万円 

受取手形 391 百万円 
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Ⅷ 金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

 (1)金融商品に対する取組方針 

当社グループは、年次予算及び設備投資計画に基づき、必要な資金を調達しております。 

一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金については銀行借入により

調達しております。デリバティブは、金利変動リスク及び為替変動リスクを回避する目的で利用しており、投機

的な取引は行わない方針であります。 

 (2)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

外貨建ての営業債権をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしております。 

有価証券は、元本の毀損リスクが極めて低い信託受益権等の金融商品であります。投資有価証券である株式

は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。満期保有目的

の債券は、余資の運用を目的として取得しておりますが、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リ

スクは僅少であります。また、取引先企業等に対し長期貸付を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、そのほとんどが１年内の支払期日です。また、

その一部には商品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に

同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調

達です。長期借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の

調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で15年後です。変動金利の借入金は、金利の変動リス

クに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。長期預り保証

金は、不動産賃貸借契約に係る預り敷金であり、契約満了時に返還義務を負うものであります。 

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。 

 (3)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、取引先債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各本支店の管理部門が主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の取引先債

権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。 

有価証券及び満期保有目的の債券は、格付の高い発行体及び格付の高い債券のみを対象としているため、

信用リスクは僅少であります。 

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスク（取引先の債務不履行によるリスク）を軽

減するために、格付の高い金融機関を中心に取引を行っております。 

当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸

借対照表価額により表されております。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業

との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

デリバティブ取引につきましては、取引権限及び取引限度額等を定めたデリバティブ管理規程に基づき行

っております。 

③資金調達に係る流動性のリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき管理統括本部の財務担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新する

ことにより、流動性リスクを管理しております。 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

令和５年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。（(注)１．参照）。また、「現金及び預金」、「受

取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「支払手形」、「電子記録債務」、「買掛金」及び「短期借入金」につい

ては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)有価証券及び投資有価証券 33,077 33,067 △ 10

(2)長期貸付金 871

貸倒引当金 △ 612

258 235 △ 22

資産計 33,336 33,303 △ 33

(1)長期借入金 1,023 1,024 0

(2)リース債務（流動・固定負債） 421 410 △ 11

(3)長期預り保証金 1,922 1,616 △ 305

負債計 3,367 3,050 △ 316

デリバティブ取引（*） (0) (0) －  
(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては( )で示しております。 

 

(注)1．市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。 

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。 

区分 当連結会計年度（百万円） 

非上場株式 2,130 

2．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。 

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算出した時価 

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

 (1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 25,076 － － 25,076

資産計 25,076                － － 25,076

区分
時価（百万円）
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 (2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 － 1,490 － 1,490

その他有価証券

その他 － 6,500 － 6,500

長期貸付金 － 235 － 235

資産計                － 8,226                － 8,226

長期借入金 － 1,024 － 1,024

リース債務(流動・固定負債） － 410 － 410

長期預り保証金 － 1,616 － 1,616

デリバティブ取引 － 0 － 0

負債計 － 3,051 － 3,051

区分
時価（百万円）

 
 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

有価証券及び投資有価証券 

上場株式、社債及び信託受益権は相場価格を用いて評価しております。 

上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、

当社が保有している社債及び信託受益権は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格と

は認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

長期貸付金 

長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッ

シュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

長期借入金及びリース債務 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

長期預り保証金 

長期預り保証金は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に準じた利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

デリバティブ取引 

店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引先金融機関から提示された価格等に基づ

き算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

Ⅸ 賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の連結子会社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を

有しております。 

令和５年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,351百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃

貸費用は売上原価に計上）であります。 

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項 

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度末増減額及び時価は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

連結貸借対照表計上額 
当連結会計年度末の時価 

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度末増減額 当連結会計年度末残高 

13,889 938 14,828 30,985 

Ⅹ １株当たり情報に関する注記 

 

 

 

Ⅺ 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

Ⅻ 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

１株当たり純資産額 955円18銭 

１株当たり当期純利益 55円37銭 



― 9 ― 

個別注記表 
 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

満 期 保 有 目 的 の債 券 …… 償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券   

市場価格のない株式等 

以外のもの 

…… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定。） 

市場価格のない株式等 …… 移動平均法による原価法 

(2)デリバティブ …… 時価法 

(3)棚卸資産 …… 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

……… 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいております。 

(3) リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ……… リース期間を耐用年数とし、残存価額については、リース契約上

に残価保証の取り決めがある場合は当該残価保証額、それ以外

は零とする定額法を採用しております。 

(4) 長期前払費用 ……… 均等償却をしております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金 ……… 

 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞 与 引 当 金 ……… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 ……… 

 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

なお、当事業年度末については、年金資産額が退職給付債務額

から未認識数理計算上の差異を減算した額を超過しているため、

超過額を前払年金費用に計上しております。 

(4) 役員退職引当金 ……… 

 

役員に対する退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(5) 関係会社事業損失引当金 ……… 関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社に対する出

資金額等に係る損失負担見込額を超えて当社が負担することが

見込まれる額を計上しております。 
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４．収益及び費用の計上基準 

当社は主に紙、板紙等の商品の販売を行っております。このような商品の販売については、顧客に商品を引き

渡した時点で収益を認識しております。 

・国内の顧客に商品を販売する取引は、「収益認識に関する会計基準の適用指針」に定める代替的な取扱

いを適用し、商品の出荷から顧客の検収までが短期間であることから、出荷時点において収益を認識して

おります。 

・国外の顧客に商品を販売する取引は、輸出の取引条件による在庫の保有に伴うリスクが、顧客に移転した

時点で収益を認識しております。 

・請求済未出荷契約については、支配が顧客に移転した時点で収益を認識しております。 

・当社が代理人として商品の販売に関与している取引については、純額で収益を認識しております。 

・商品の販売について、リベートを付して販売する場合、取引価格は、契約において顧客と約束した対価から

当該リベートの見積額を控除した金額で算定しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

ヘッジ会計の処理 

 

……… 

 

繰延ヘッジ処理を行っております。なお、振当処理の要件を満たし

ている為替予約については振当処理によっており、特例処理の要件

を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。 

 

Ⅱ 会計方針の変更に関する注記 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号  2021 年６月 17 日。以下「時

価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第 27-２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。 

 

Ⅲ表示方法の変更に関する注記 

（貸借対照表関係） 

前事業年度において、「流動負債」の「支払手形」に含めていた「電子記録債務」は金額的重要性が増したた

め、当事業年度より区分掲記しております。 

 

Ⅳ 会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書

類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

１．貸倒懸念債権に対する引当金 

(1)当事業年度に関わる計算書類に計上した金額 

 貸倒引当金 1,316 百万円 

(2)その他の情報 

貸倒懸念債権に対する貸倒引当金の計上については財務内容評価法を用いて個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を見積もっております。財務内容評価法の適用に当たっては、債務者の直近の財務諸

表を入手の上、計上されている固定資産その他を時価評価額に置き換えた時価純資産を算定し、これと会

社の債権額とを比較すること等により、実質的に取立可能と見込まれる金額を見積もっております。 

当該見積りは将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、翌事業年度以降の計算書類

に重要な影響を与える可能性があります。 
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Ⅴ 貸借対照表に関する注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

売 上 高 18,790 百万円 

仕 入 高 3,604 百万円 

販売費及び一般管理費 1,508 百万円 

営業取引以外の取引高 34 百万円 

 

Ⅶ 株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び総数  

普通株式 4,333,026 株 

 

Ⅷ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．有形固定資産の減価償却累計額 21,339 百万円 

２．保証債務   

 銀行借入債務等に対する保証 277 百万円  

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務  

 関係会社に対する短期金銭債権 8,377 百万円  

 関係会社に対する長期金銭債権 667 百万円  

 関係会社に対する短期金銭債務 1,068 百万円  

（繰延税金資産）   

  貸倒引当金繰入超過額 562 百万円 

  固定資産減損損失 250 百万円 

  賞与引当金 195 百万円 

  役員退職引当金 56 百万円 

  投資有価証券評価損 1,109 百万円 

  未払事業税 56 百万円 

  出資金評価損 385 百万円 

  資産除去債務 5 百万円 

  その他 73 百万円 

 繰延税金資産小計 2,696 百万円 

  評価性引当額 △2,330 百万円 

 繰延税金資産合計 365 百万円 

（繰延税金負債）   

  固定資産圧縮積立金 2,224 百万円 

  前払年金費用 657 百万円 

  その他有価証券評価差額金 2,701 百万円 

繰延税金負債合計 5,584 百万円 

繰延税金負債の純額 5,218 百万円 
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Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

                                                                       （単位：百万円） 

種 類 会社名 

議決権等の所

有（被所有）割

合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

主要株主 

（会社等） 
日本製紙㈱ 

被所有 

 直接 11.4% 

 間接  0.0% 

商品の購入 
紙・パルプ類

の購入(注１) 
55,771 買掛金 18,398 

主要株主 

（会社等） 

北越コーポレー

ション㈱ 

被所有 

 直接 11.3% 

 間接  2.7% 

商品の購入 
紙・パルプ類

の購入(注１) 
34,836 買掛金 10,732 

２．子会社及び関連会社等 

  （単位：百万円） 

種 類 会社名 

議決権等の所

有（被所有）割

合 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 

SHINSEI PULP& 

PAPER （USA） 

CORP. 

所有 

 直接100.0% 
商品の販売 

紙類の販売

(注１) 
5,588 

売掛金 

(注２) 
2,952 

 

（注）１ 取引条件及び取引条件の決定方針 

紙・パルプ類の購入及び紙類の販売については、市場価格に基づき交渉の上、決定しております。 

２ SHINSEI PULP & PAPER （USA）CORP.の売掛金に対して、331百万円の貸倒引当金を計上しております。 

 

Ⅹ １株当たり情報に関する注記 

 

 

 

Ⅺ 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

Ⅻ 記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

１株当たり純資産額 904円67銭 

１株当たり当期純利益 57円39銭 


